
入 札 公 告 

 

 次のとおり一般競争入札に付します。 

  令和７年１月 14 日 

                       沖縄県知事  玉 城 康 裕 

 

１ 入札内容 

 (1) 件名 船舶の売払い 

 (2) 物件の表示 

財産名 種類及び名称 構造 数量 総トン数 建造年月 

船舶 漁業調査船（図南丸） 鋼 １隻 176 トン 平成７年２月 

 (3) 参考価格 

    2,062,500 円（消費税及び地方消費税含む） 

 (4) 契約にあたっては、次の条件を付する。 

  ア 契約締結の日から５年間、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関

する法律（昭和 23年法律第 122 号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項

に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供してはならないこ

と。 

  イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条

第２号に規定する暴力団の事務所等その活動の拠点となる施設の用に供し、また、こ

れらの用に供されることを知りながら、所有権を第三者に移転し、又は第三者に貸し

てはならないこと。 

    なお、これらの条件に違反したときは、沖縄県は契約を解除できるものとし、落札

者は違約金等を支払わなければならないこと。 

 (5) 本件入札参加希望者は、現地見学会への参加を入札参加申込みの条件とする。必ず

 入札参加希望者が現地見学会に参加し、物件の確認を行うこと。 

    なお、同一グループで現地見学会に申し込んだ者は、２者以上で入札参加すること

 はできません。 

 

２ 競争入札に参加することができない者 

  次のいずれかに該当する者は、この入札に参加できない。 

 (1) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項及び第２項各号に

該当する者 

 (2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第

   ２号に掲げる暴力団、同法第２条第６号に掲げる暴力団員及びそれらの利益となる活

   動を行う者。 



３ 契約条項を示す場所、入札案内及び申込書の交付場所、現地見学会申込みの場所、入札

 参加申込みの場所並びに問合せ先 

  〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎一丁目２番２号 沖縄県庁９階 

  沖縄県農林水産部農林水産総務課 

  代表 mail  aa040002@pref.okinawa.lg.jp 

電話     098-866-2254 

 

４ 現地見学会手続等 

 (1) 現地見学会申込み 

    本件入札参加希望者は、令和７年１月 14 日（火）から同月 24日（金）までの間（電

話の場合は９時から 17 時までの間（12 時から 13 時までを除く）。メールの場合は随

時受け付ける。）に、現地見学会申込書を上記３の場所へ提出しなければならない。 

    なお、郵送の場合は、郵便書留によることとし、令和７年１月 24日（金） 必着と

   する。 

 (2) 現地見学会日時及び場所 

  ア 日時 令和７年１月 14 日（火）から同月 29 日（水）のうち沖縄県の指定する日時 

  イ 場所 糸満漁港 

 

５ 入札手続等 

 (1) 入札参加申込み 

    本件入札参加希望者は、令和７年 1月 20日（月）から１月 29日（水）までの９時

から 17 時までの間に、書類一式を上記３の場所に直接持参又は郵送により提出及び

提示しなければならない。 

    なお、郵送の場合は、郵便書留にすることとし、令和７年１月 29日（水）必着とす

   る。提出及び提示書類に不備がある場合は、受付期間内に補正がなければ不受理とな

   る。 

 (2) 入札・開札の日時及び場所 

  ア 日時 令和７年２月５日（水）13時 00 分から 14時 00 分まで 

       入札締切後即時開札 

  イ 場所 沖縄県庁９階 ワーキングチーム室 

 (3) 契約手続において使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨 

 (4) 入札保証金 

    入札参加者の見積もる契約金額の 100 分の５以上の額 

 (5) 入札の無効 

    入札に参加する資格のない者のした入札は無効とする。 



 

 (6) 落札者の決定方法 

    落札者は、沖縄県の予定価格以上の価格で最高の価格をもって入札した者とする。 

 

 (7) その他 

    詳細については、入札案内書による。 

 

６ その他 

  入札物件は、事情により予告なく入札を変更し、又は入札を中止することがある。 

  なお、この場合、入札参加に要した費用（調査費等）は補償しない。 


